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研究成果の概要（和文）：　本研究では、「肩こり」や「腰痛」などでPresenteeism（欠勤には至っていない
が、労働遂行能力が低下している状態）と自覚しているオフィスワーカーに、鍼治療に要した費用に対して4週
間に合計8,000円まで助成（キャッシュバック）すると提示すると、1回受療して症状が1/4程度改善し、7,000円
の助成を受け、企業が被る損失を一人当たり14,117円補填できる可能性を示した。

研究成果の概要（英文）：　Financial aid (up to 8,000 JPY cashback for four weeks) was provided to 
office workers who were aware of their status of presenteeism (owing to neck and shoulder stiffness 
and low back pain) to cover the expenses of acupuncture therapy. The workers received 1.0 (median) 
sessions of therapy during the four-week observation period, with a cashback of 7,000 (median) JPY. 
Financial aid for acupuncture therapy may help compensate for losses incurred by enterprises in the 
form of 14,117 JPY per worker a month.

研究分野： 社会医学、東洋医学およびその関連分野

キーワード： Presenteeism（プレゼンティーイズム）　鍼療法　肩こり　労働衛生　費用と費用分析　患者の満足度
　保健医療サービス利用可能性　広報

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　Presenteeismによって企業が被っている損失は、生活習慣病などに要する医療費や欠勤による損失をはるかに
上回るため、その対策を示すことは企業経営としても、労働衛生としても、極めて意義深い。しかし、その有効
性を示すエビデンスは全く示されていなかったため、介入効果をランダム化比較試験で検証し、費用便益分析ま
で行った本研究の重要性は極めて高いと考える。また、波及効果を見込んで、（公社）東京都鍼灸師会協力を得
て、実践的な多施設共同研究としたことから、テレワーク（在宅勤務）を導入している企業や、事業所が点在し
ている企業においても平等性や公平性の高い対策になり得ると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 欠勤には至っていないが、精神面も含め、様々な徴候や症状で労働遂行能力が低下している状
態（プレゼンティーイズム）が、労働者の生産性を低下させ、企業に多額の損失を与えているこ
とが 2000 年代に入ってから指摘され始めた①,②。 
 日本の労働者の健康については、これまで生活習慣病を中心に対策が講じられてきたが、こう
した病気の治療にかかる医療費や欠勤による損失よりもアレルギーや肩こり、腰痛、うつや不安、
慢性的な頭痛などの慢性的な症状による損失額の方がはるかに上回っていることが判明し、企
業経営としても、労働衛生管理としても、その対策が急務であると認知された③。 
 一方、プレゼンティーイズムの要因となるアレルギー性鼻炎④、頸部痛⑤、腰痛⑥、うつ⑦、頭
痛⑧に対する鍼治療は、何もしない場合や通常の医療（薬物療法など）、他の非薬物療法と比べて
相対的に費用対効果に優れていたと報告されている。 
 また、沢崎らは国内の鉄鋼大手企業を訪問し、生産労働者に Meridian-Test（M-Test）という
方法で鍼治療を 8週間に亘って行ったところ、肩こりや腰痛などの症状が軽快し、医療費が約 3
分の 1に減少したことを報告⑨し、Nicolian らは、腰骨盤痛を有する妊婦に対する鍼治療によっ
て、60 ユーロの追加経費が掛かるものの欠勤やプレゼンティーイズムによる損失を 312 ユーロ
削減できたと報告⑩した。 
 以上から、鍼治療は労働者が抱える様々な健康上の理由に対して、包括的かつ実効性のある対
策になり得ると期待できる。しかし、どれだけ有効であったとしても、金銭的に制約の多い労働
者の受療行動につながり、かつ、産業衛生管理としての実行性や採算性が高い対策でなければ波
及効果は見込めない。 
 
２．研究の目的 
 以上の背景から、本研究では、健康上の理由で労働遂行能力が低下していると自覚している非
生産労働者に対して、月額合計最大 8,000 円まで助成（キャッシュバック）を受けることができ
ると提示した際の有用性をランダム化比較試験にて検討した。 
 
３．研究の方法 
(1) 試験デザイン 
 我々は、4週間の実用的多施設共同ランダム化群間比較試験を設計し、帝京平成大学倫理委員
会の承認（30-049）を得て本試験を実施した。また、その臨床試験情報については UMIN 臨床試
験登録システムに事前登録した（ID: UMIN000035321）。 
(2) 対象者 
 プレゼンティーイズムと自覚しているオフィスワーカーを Web 広告によって募集した。主な
適格基準は、①最近 1 か月間に、健康上の理由で労働遂行能力が低下していると自覚している
者、②前後 3か月間に、継続して雇用され、仕事をしている者（非正規の職員・従業員を除く）、
③主な就業が「管理・事務・技術」に従事する 18歳以上 65歳未満の労働者、とした。また、除
外基準は、同時期に他の臨床試験や治験に参加している者とした。 
(3) 介入 
 対照群には、各職場において励行されている通常のプレゼンティーイズムへの対策のみを任
意で実施してもよいと指示した。一方、介入群には、通常の対策を任意で実施してもよいことに
加えて、公募した分担はり師が属する施術所にて 4週間の観察期間中に「鍼治療を含む施術」を
受けた際の領収書を観察期間後に提出することによって、月額合計最大 8,000 円まで助成（キャ
ッシュバック）を受けることができると提示した。 
 助成額については、多くの国保組合が独自に定めている高齢者等に対する鍼灸療法に対する
助成制度⑪（鍼灸療法1回当たりの助成金上限額の平均753.5円×1か月当たり最大11回＝8,289
円）を参考に算定した。 
 介入群に割り付けられた対象者が鍼治療を含む施術を受けた際には、労働遂行能力に最も影
響を与えた健康上の問題の強さ、満足度について 0から 10 の 11 段階で評価した。 
(4) アウトカム 
 主要アウトカム評価項目は Kessler らが開発した健康と労働パフォーマンスに関する質問紙
（WHO-HPQ）⑫の日本語版⑬による相対的プレゼンティーイズム値とした 
 相対的プレゼンティーイズム値は、過去 4 週間の対象者自身の勤務日における労働遂行能力
を最悪のパフォーマンス(0)から最も優れたパフォーマンス(10)の 11 段階で評価し（絶対的プ
レゼンティーイズム値）、この値を対象者の仕事と似た仕事において多くの勤務者のパフォーマ
ンスで除して求めた。なお、コスト換算のため 1.0 を上回った場合は 1.0 に変換し、範囲を 0.25
（似た仕事の勤務者に比べて最も仕事上の労働遂行能力が低下している状態）から 1.0（似た仕
事の勤務者に比べて同程度または良好な労働遂行能力の状態）とした⑭。 
 プレゼンティーイズムによるコスト換算は、以下のように行った。 
 まず、各群における一人当たりのプレゼンティーイズムによるコストは、対象者の源泉徴収票



で確認した直近 1年間の総報酬年額（給与と賞与の合計額）から以下の計算式で求め、 
 
 一人当たりのプレゼンティーイズムコスト＝（全対象者における平均総報酬年額/365 日×28
日）×（1－平均相対的プレゼンティーイズム値） 
 
群間における追跡期間（4週間）のプレゼンティーイズムによる一人当たりの損失差額は、以下
のように求めた。 
 
 群間における一人当たりのプレゼンティーイズムコストの損失差額＝（全対象者における平
均総報酬年額/365 日×28 日）×群間における相対的プレゼンティーイズム値の平均差（⊿介入
群 − 対照群） 
 
 また、介入（キャッシュバック）により期待できる一人当たりの補填月額は以下により算出し
た。 
  
 介入（キャッシュバック）により期待できる一人当たりの補填月額＝対照群における一人当た
りのプレゼンティーイズムコスト－（介入群における一人当たりのプレゼンティーイズムコス
ト＋ 一人当たりの鍼治療への助成（キャッシュバック）額） 
 
 加えて、副次アウトカム評価項目として、上記の絶対的プレゼンティーイズム値、アブセンテ
ィーイズムを示す 4週間における欠勤日数を求めた。 
 絶対的プレゼンティーイズム値は、相対的プレゼンティーイズム値を算出する際に 11段階（0-
10）で評価した職務遂行能力を 10 倍して求めた。また、労働者が最も影響を受けている健康問
題を把握するために、和田らが用いた日本語版 Stanford Presenteeism Scale③による Primary 
Health Condition（PHC）を用いた。なお、原版の「腰痛または首の不調や肩のこり」を「腰痛
の不調」と「首や肩のこりによる不調」に分けて使用した。 
(5) 症例数 
 症例数は、2群間における平均値の差の効果量を 0.4、検出力 80%、α水準 5%として 1群あた
り 100 例と設定した。なお、脱落を見込んで 10%（10 例）まで上乗せして募集した。 
(6) 割付方法 
 割付は、アウトカムに影響することが想定される年齢、性別、相対的プレゼンティーイズム値
の他、鍼治療の受療状況、を割り付け因子とした非決定論的最小化法による動的割り付けを行っ
た。 
(7) 統計学的手法 
 解析対象は、ランダム化後のデータが全く得られなかった脱落例を除外した最大の解析対象
集団（Full Analysis Set）とし、intention-to-treat の原則に従って解析した（例えば、介入
群に割り付けた対象者が、1回も鍼治療を受療しなかった場合でも、介入群として解析した）。 
 アウトカム評価項目については、正規性の検定(Shapiro-Wilk test)を行い、正規分布に従う
場合はパラメトリックな手法である 2 標本 t 検定を、従わない場合はノンパラメトリックな手
法である Mann-Whitney の検定を適用し群間比較した。さらに、主要アウトカム評価項目につい
ては効果量の指標（正規分布に従う場合は効果量 d、従わない場合は r）を求めた。 
 統計解析には、IBM SPSS Statistics 19 を用いた。 
 
４．研究成果 
 2019 年 1月 26 日から 2020 年 12 月 28 日までに対象者を募集し、基準を満たし同意を得た 211
名を介入群 103 例と対照群 108 例に割り付けて 4 週間追跡し、脱落した 8 名を除く 203 例につ
いて解析した。 
 両群におけるベースライン時の基本属性は概ね適合しており、全 203 例の平均年齢（歳）は中
央値 46（四分位範囲: 36-51）、男性比率は 53%、主要アウトカム評価項目である相対的プレゼン
ティーイズム値については中央値 0.75（四分位範囲: 0.57-1.00）であった。鍼治療の受療状況
については、「これまでに鍼治療を受けたことがある者」は 67 名（33%）で、このうち「現在、
定期的に鍼治療を受けている者」は 1 名、「現在は定期的に鍼治療を受けていないが、今後機会
があれば受けてみたい者」は 66 名であった。また、「これまでに鍼治療を受けたことがない者」
は 136 名（67%）で、このうち「今後機会があれば受けてみたい」者は 133 名で、「今後も受けた
くない」者は 3名であった。 
 各職場において励行されているプレゼンティーイズムへの対策については、「ない、または、
全く実践していない」と回答した者が 142 名（70%）で、実践しているもの（複数回答）として
は、「メンタルヘルス対策」が 19%、「運動奨励」が 13％、「食生活支援」および「ヘルスキーパ
ー制度（企業内理療師によるはり・きゅう・マッサージ）」および「禁煙プログラム」が 3%、「健
康教室実施」が 2%であった。また、「その他」として、マッサージチェア、メールでの案内、ウ
ォーキングキャンペーンという会社の福利厚生制度に参加している、なし、健康診断という回答
があった。 
 介入群については、37施設に所属する 37名の分担はり師から、鍼治療を含む施術を累計 150



回受けた。 
 鍼治療を受けた時点において、労働遂行能力に最も影響を与えていた健康上の問題は、「首や
肩のこり（64％）」、「腰痛（16％）」、「うつ・不安感・イライラ（5%）」、「不眠傾向（5%）」、「胃腸
の不調（2%）」、「アレルギーによる不調（1%）」、「糖尿病による不調（1%）」、「目の不調（1%）」で
あった。 
 なお、分担はり師の判断により、施術を控えて医療機関への受診を勧めたり、施術の可否につ
いて医師の判断を仰いだ例は発生しなかった。 
 鍼治療を含む施術に対する患者評価として、「労働遂行能力に最も影響を与えていた健康上の
問題の強さ（全く無い 0－最も強い 10）」は受療前の中央値 8.0（四分位範囲: 7.0-9.0）から 6.0
（四分位範囲: 4.0-7.0）に有意（P＜0.001）に軽減し、その効果は中央値 3.0（四分位範囲: 2.0 
-7.0）日持続した。「満足度（最も不満 0－最も満足 10）」は中央値 8.0（四分位範囲: 7.0-9.0）
であった。 
 鍼治療を含む施術後に生じた有害事象については、累計 150 回の施術のうち 110 回（73%）に
おいては認められず、眠気 15%、倦怠感 12%、施術部位の痛み 6%、疲労感 3%、症状の悪化 0.7%、
出血 0.7%、血腫 0.7%が認められた。なお、気分不良、嘔気については認められなかった。 
 アウトカムについて群間比較した結果、まず、介入群において、指定施術所で受療した回数は
中央値 1.0（四分位範囲: 1.0-2.0）回で、支払った合計額は中央値 7,000（四分位範囲: 6,000- 
9,000）円、キャッシュバック額は中央値 7,000（四分位範囲: 6,000-8,000)円であった。 
 次に、主要アウトカム評価項目である相対プレゼンティーイズム値については、対照群 1.00
（四分位範囲: 0.76-1.00）よりも介入群 1.00（四分位範囲: 0.86-1.00）の方が有意に高かっ
た（効果量(r)=0.15、P=0.03）。確認のために、相対的プレゼンティーイズム値を割付の際と同
様に 9 つのカテゴリー（0.25, 0.26-0.34, 0.35-0.44, 0.45-0.54, 0.55-0.64, 0.65-0.74, 
0.75-0.84, 0.85-0.94, 0.95-1.00）に層別し、Mantel-Haenszel test for trend（拡張マンテ
ル検定）にてベースライン値の影響を調整して独立性の検定を行った結果、介入後の相対的プレ
ゼンティーイズム値と群間には有意（P=0.045）な関連が認められた。 
 また、対照群における一人当たりのプレゼンティーイズムによるコストは 60,655（95%信頼区
間: 44,441-76,870）円、介入群における一人当たりのプレゼンティーイズムによるコストは
40,055（95%信頼区間: 26,114-53,996）円、一人当たりの鍼治療への助成（キャッシュバック）
額は 6,483（95%信頼区間: 6,080-6,887）円で、介入（キャッシュバック）により期待できる一
人当たりの補填月額は、14,117 円であった（図）。 

 以上の結果については、Ind Health 誌に掲載が確定しており⑭、Presenteeism によって企業
が被っている損失は、生活習慣病などに要する医療費や欠勤による損失をはるかに上回るため、
その対策を示すことは企業経営としても、労働衛生としても、極めて意義深い。しかし、その有
効性を示すエビデンスは全く示されていなかったため、介入効果をランダム化比較試験で検証
し、費用便益分析まで行った本研究の重要性は極めて高いと考える。また、波及効果を見込んで、
（公社）東京都鍼灸師会協力を得て、実践的な多施設共同研究としたことから、テレワーク（在
宅勤務）を導入している企業や、事業所が点在している企業においても平等性や公平性の高い対
策になり得ると考える。 
 なお、最も多い「肩こり」を主訴として鍼治療を受けたオフィスワーカーの「満足度」が高か



った因子を検討して、「信頼度が高い」、「4,750 円よりも高い価値と感じた」、「丁寧な接遇」、「高
い治療技術だと感じた」が抽出されたことを全日鍼灸会誌にて発表した⑮。また、企業の経営者
にアンケートを実施し、従業員の健康管理に「鍼治療」を導入したいという企業は 44%で、導入
したいか否かに有意に影響する変数として「鍼治療への期待感」のみが抽出されたことを日職災
医会誌に掲載されることが確定した⑯。 
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